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こども政策DXは、こども・子育て政策の様々な分野でデジタル技術を活用する取組である。
これにより、子育て家庭の申請手続の負担軽減や利便性向上、子育て関連事業者や自治体職
員の事務負担軽減を実現し、こどもと向き合う時間を確保することができる。以下、各分野
の取組状況や自治体における取組事例を紹介する。

子育て支援制度レジストリの整備・拡充
（子育て支援に係る情報を最適に届ける仕組みの構築）

日常的に使用する子育てアプリを通じて、子育て世帯にとって必要な情報を最適なタイミ
ングでプッシュ型で届ける仕組みを構築するため、自治体及び国の子育て支援制度に係る情
報を集約した、子育て支援制度レジストリを国が整備することとしている。これにより、子
育て世帯が自ら調べて把握する時間の削減や子育て支援制度の利用率向上を目指している。
2025 年度には、マイナポータルのシステム内にレジストリ（データベース）を整備し、

都道府県・指定都市等 800 を超える自治体の制度情報データを格納した。子育てアプリ事
業者によるレジストリの利用も始まっており、2026 年度もより多くの自治体や事業者との
連携を進める予定である。

出生届のオンライン化
2024 年８月、省令改正を実施し、希望する市区町村が試行的に出生証明書の画像情報に

よる添付を可能とした上で、マイナポータルを用いた出生届のオンライン提出を開始した。
マイナポータルから戸籍情報連携システムを介したオンライン届出を行うことができる環境
を整備することを目指している。

母子保健情報の電子化
母子保健DXについては、2026 年度以降の全国展開を目指し、母子保健情報の電子化・

標準化を進めている。乳幼児健診等については、マイナンバーカードを用いた電子受診券
や、マイナポータル等による事前問診入力の取組について、2023 年度から PMH（Public 
Medical Hub：情報連携基盤）を活用した実証事業を開始し、2026 年度は更に対象自治
体や実証範囲を拡大する予定である。電子版母子健康手帳については、2024 年度に「電
子版母子健康手帳ガイドライン（仮称）策定に向けた検討会」において取りまとめを行い、
2026年３月にはガイドラインを発出した。

里帰り出産における自治体間連携と情報共有体制の整備
里帰り出産における住所地と里帰り先の自治体・医療機関の情報共有体制の整備について

は、「規制改革実施計画」（令和５年６月 16日閣議決定）を踏まえて検討を行い、2024 年
度に、PMHを介した里帰りする妊産婦に係る母子保健情報の自治体間情報連携を整備した。
2026 年度には国民健康保険中央会がシステム要件定義を進め、更なる実証を進める予定で
ある。また、2027 年度以降、里帰り出産時に、償還払い等の煩雑な事務手続なく、自治体
を越えて利用が可能な、集合契約・請求支払いシステムの開発を進める予定である。

こども政策 DX の推進ダイジェスト④
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保育DXによる現場の負担軽減
保育DX推進のために、保育所等の ICT 導入を進め、段階的・計画的に ICT 環境を整備

している（フェーズ１：保育DXの前提としての ICT 環境整備）。その上で、施設と自治体
間の情報連携基盤を構築し、給付・監査等に係る届出のワンスオンリー化や、入所手続のワ
ンストップ化に向けた取組を進めている（フェーズ２：データ連携による付加価値の創出）。
また、「フェーズ１」から「フェーズ２」への円滑な移行のためには、ICT 環境整備による
業務負担軽減や保育の質向上の効果を保育現場が実感をもって理解することが重要であるこ
とから、保育 ICTラボ事業により、ロールモデルとなる事例の創出と横展開を図っている。

放課後児童クラブDXの推進
利用する児童の保護者や職員等の負担軽減を行うため、自治体や事業所の放課後児童クラ

ブDXを推進する。具体的には、利用申請のオンライン化や利用調整の円滑化、利用状況の
把握、保護者との連絡調整等を ICTによって推し進めるため、業務内容の整理を進めるとと
もに、利用手続や事業運営に関するDX推進実証事業を継続して実施しており、その成果を
周知していく。

こどもや家庭に寄り添った相談業務のDXの促進
全国的に児童虐待相談対応件数は依然として多い状況であり、業務負担が大きくなる中で、

デジタル技術を活用しながら、こどもや家庭に寄り添った質の高い支援を届けることが求め
られている。
これを踏まえ、2024 年度に児童相談所やこども家庭センター等におけるデジタル技術の

活用状況を把握した上で、効率化を図っている好事例を整理し、発信した。
全国で活用できる業務支援システムの構築や、児童相談所等における業務効率化の取組に

対する財政支援等を行いながら、児童相談所等のデジタル技術の活用をより一層推進する。

こどもデータ連携の取組の推進
自治体において、福祉・保健・教育等の分野横断的なこどもデータ連携の取組を通じ、潜

在的に支援が必要なこどもや家庭の早期把握とプッシュ型・アウトリーチ型支援への接続を
図るための実証事業を実施し、利用するデータ項目や連携の手法、個人情報の適正な取扱い
の確保等を取りまとめたガイドライン及び事例集を公開した。
2026年度以降は共通基盤の在り方の検討を開始し、更なる取組の横展開を図る。
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地方公共団体／企業におけるこども政策DXの取組事例
―オンライン健康医療相談サービスと相談事例データベースの活用―

株式会社Kids Public からの寄稿

近年、妊娠・出産・子育て期における保護者の不安や悩みに関する相談ニーズは増加して
いる。一方で、自治体では保健師等の人的資源が限られており、全ての相談に十分に対応す
ることが難しい場面も生じている。また、インターネット上には多くの情報が存在するもの
の、その信頼性を判断することが難しく、情報収集の過程でかえって不安が増幅してしまう
ケースも少なくない。
株式会社 Kids Public は、こうした課題に対応するため、子育て中の保護者が妊娠期から

子育て期までの様々な不安や疑問を、スマートフォン等から産婦人科医や小児科医、助産師
にオンラインで相談できる健康医療相談サービス「産婦人科オンライン・小児科オンライン」
を自治体向けに提供しており、全国の自治体で導入が進んでいる。
2023 年度より本システムを導入している東京都府中市では、2024 年度に、こども家庭

庁が実施する「こども政策DXモデル事業」に応募し、Kids Public を協力事業者とする「事
例検索データベースを活用した母子保健・子育て相談業務DX」が採択された。
この実証事業において、「産婦人科オンライン・小児科オンライン」を通じて蓄積された

相談事例を活用した新たな機能として、相談事例検索データベース「みんなの相談検索」の
自治体及び住民への貢献について検証した。このサービスは、「産婦人科オンライン・小児
科オンライン」で対応した過去の相談内容と小児科医等の医療専門職による回答を事例とし
て整理し、キーワード検索により閲覧できるものである。利用者である保護者等は、スマー
トフォンやパソコンから気になる症状や育児の悩みを検索することで、類似する相談事例と
専門職の回答を参照することができる。
本実証は、相談する保護者と相談を受ける保健師が本機能を利用できる環境を整備し、保

護者の子育てに関する広く潜在的な不安や悩みを早期に解消することを目的としたものであ
る。また同時に、保健師による相談対応業務の効率化と医療的な相談対応の充実を目指して
いる。
実証の結果、保護者はやみくもにインターネット検索せずとも専門家の知見を短時間で得

られるようになり、悩みや不安の状況に改善があるなど一定の効果を確認した。育児や体
調に関する日々の悩みについては、これまで自己解決が難しく相談窓口に相談が寄せられる
ケースがあったが、本実証の中でツールを活用して自己解決できたケースも複数確認できた。
また、保健師は、小児科医等の医療専門職の見解に基づいた信頼性の高い情報に必要な時

にすぐにアクセスできるようになったことで、相談対応が円滑になったり、医療的な相談に
関する見識が深まったりするなど、業務の効率化や人材育成の面で一定の効果を確認した。
子育て支援について、対面による支援が引き続き重要である一方で、時間や場所の制約を

受けずに専門職へアクセスできるオンライン相談や事例検索データベースの活用は、保護者
の孤立を防ぎ、早期の不安解消につながる新たな支援手段となり得る。自治体の限られた人
的資源を補完しながら必要な支援を届けるためには、子育て支援におけるDXやオンライン
の活用は今後ますます重要性を増していくと考えられる。



46

株式会社 Kids Public にて作成

図表 1-2-9 「産婦人科オンライン・小児科オンライン」のイメージ

株式会社Kids Public にて作成

図表 1-2-10 相談事例検索データベース「みんなの相談検索」イメージ




